
定例記者会見 令和６年３月８日（金） 

 場 所 庁議室 

事 務 担 当 課 

所   属 職・氏 名 

健康福祉部 地域医療推進室 

（電話０５９－２２９－３３７２） 

地域医療推進室長 

福島 奈津 

 
令和６年４月１日から運用開始 

津市の二次救急医療の新たな輪番体制  

 
 このことについて、その内容は、別添資料のとおりです。 
 



津市の二次救急医療の新たな輪番体制

令和６年４月１日から運用開始

令和６年３月８日



津市の二次救急医療の状況①

■救急活動の状況①

令和５年は救急出動件数、救急搬送人員とも過去最多

救急出動件数及び救急搬送人員（平成２３年～令和５年）

13,066

13,849
14,196 14,229 14,306

14,716 14,901

16,445
15,899

14,242
14,671

17,589
18,110

11,999
12,548

12,995 13,041 13,128
13,591 13,733

15,078
14,607

12,953 13,003

14,929

15,740

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

出動件数（件） 搬送人員（人）



津市の二次救急医療の状況②

■救急活動の状況②
通報から現場到着所要時間（平成２３年～令和４年）
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津市の二次救急医療の状況③

■救急活動の状況③
通報から病院収容所要時間（平成２３年～令和４年）

（分）
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津市の二次救急医療の状況④

■救急搬送時の病院照会回数及び現場滞在時間①
重症以上傷病者搬送時の病院照会回数４回以上の件数の割合（平成２３年～令和４年）

出典：総務省消防庁『救急搬送における医療機関の受入れ状況等実態調査』
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津市の二次救急医療の状況⑤

■救急搬送時の病院照会回数及び現場滞在時間②

津市における病院照会回数４回以上、現場滞在時間３０分以上の割合は全国・三重県平均と比較すると高い

重症以上傷病者搬送時の現場滞在時間３０分以上の件数の割合（平成２３年～令和４年）

出典：総務省消防庁『救急搬送における医療機関の受入れ状況等実態調査』



津市の二次救急輪番体制の状況

■輪番体制及び救急搬送受け入れの状況

輪番時間帯の救急搬送受入件数

令和２年度 ４，９４２件 令和３年度 ５，３２９件 令和４年度 ５，８７６件

■輪番病院の状況
・医師の不足や高齢化により輪番時の医師確保が困難
・輪番病院への三重大学医学部附属病院からの医師派遣の協力
・令和６年度からの医師の働き方改革による時間外労働の上限規制導入への対応 など

救急搬送受入件数が年々増加しており、病院照会回数４回以上、現場滞在時間３０分以上の
事案が増加傾向

将来にわたる安定的な輪番体制の維持が課題

(※１)輪番病院：永井病院、遠山病院、武内病院、岩崎病院、吉田クリニック、大門病院、津生協病院、
三重中央医療センター、三重大学医学部附属病院

(※２)輪番時間帯：平日の夜間時間帯（１８時００分から翌朝８時３０分）
土・日・祝日全時間帯（８時３０分から翌朝８時３０分）

・現在は３６５日、市内の輪番病院(※１)により、夜間等の輪番時間帯(※２)で救急搬送を受け入れ



救急搬送時間短縮に向けた輪番体制へ

新たな二次救急輪番体制

■新たな輪番体制（令和６年４月１日～）

全ての曜日で、整形外科患者の受け入れ体制を含め、
三重大学医学部附属病院が輪番体制をバックアップ

現在の輪番体制

毎曜日

内科・外科 輪番１～２病院

整形外科 輪番１病院

津市からの
支援額

令和５年度予算
２０７，９３１千円

新たな輪番体制

毎曜日

津市からの
支援額

令和６年度予算案
２０６，４３１千円

令和５年１２月２０日及び令和６年２月５日に開催された津地区医師会設置の二次救急
医療体制協議委員会で決定

三重大学医学部附属病院の輪番体制への参画
隔週で週１回 ⇒ 週１回（令和５年６月～）

輪番１～２病院が受け入れ困難な場合

輪番１～２病院

三重大学医学部附属病院



【二次救急医療体制に関すること】

津市健康福祉部地域医療推進室

〒514-0035 津市西丸之内37番8号

ＴＥＬ：059-229-3372 ＦＡＸ：059-229-3018 

救急車の適正利用にご協力をお願いします！市民の皆様へ

問い合わせ

【救急活動に関すること】

津市消防本部消防救急課

〒514-1101 津市久居明神町2276番地

ＴＥＬ：059-254-1600 ＦＡＸ：059-254-1607 



定例記者会見 令和６年３月８日（金） 

 場 所 庁議室 

事 務 担 当 課 

所   属 職・氏 名 

健康福祉部 子育て推進課 

（電話０５９－２２９－３３９０） 

子育て推進課長 

小林 泰子 

 
令和６年４月１日 

津市こども家庭センターを設置します‼ 

～こども・子育て政策推進体制の強化～  

 
 このことについて、その内容は、別添資料のとおりです。 
 



津市こども家庭センター
を設置します‼

～こども・子育て政策推進体制の強化～

令和６年３月８日



⚫ 妊娠期から子育て期にわたる
総合的相談や支援を実施

⚫ 子ども家庭支援全般に係る業務
⚫ 要支援児童及び要保護児童等への
支援業務

⚫ 関係機関との連絡調整
⚫ その他必要な支援

子ども家庭総合支援拠点

こども家庭センター設置の背景 （国の動き） ①

子育て世代包括支援センター

平成２８年の児童福祉法等の一部を改正以降、市町村において、母子保健分野に
おける「子育て世代包括支援センター」と、児童福祉分野における「市区町村子ども
家庭総合支援拠点」の整備を推進

【平成２９年度～】
市内１０か所の保健センターと
５か所の子育て支援センターにて
子育て世代包括支援センターを運営

【令和３年度～】
こども支援課にて
津市子ども家庭総合支援拠点を運営

本
市
の
設
置

運
営
状
況



「子育て世代包括支援センター」と「市区町村子ども家庭総合
支援拠点」それぞれの設置を進めてきた中で課題が発生

➢ 組織が別であるために連携・協働に負荷がかかる
➢ 情報共有等が円滑になされにくい など

こども家庭センター設置の背景 （国の動き） ②

子育て世代包括支援センター（母子保健）と子ども家庭総合支援拠点
（児童福祉）の設立の意義や機能は維持した上で組織を見直し、
全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援を行う機能を
有する機関（こども家庭センター）の設置が努力義務に

令和４年６月の児童福祉法の改正により

こども家庭センターの設置が努力義務化



こども家庭センターとは

これまで母子保健機能（子育て世代包括支援センター）と児童福祉機能（市区町村子ども
家庭総合支援拠点）において実施している相談支援等の取組に加え、新たに
① 支援を要するこども・妊産婦等へのサポートプランの作成
② 多様な家庭環境等に関する支援体制の充実・強化を図るための地域資源の開拓
を担うことで、支援の充実・強化を図る

業
務
内
容



津市こども家庭センターの設置

それぞれが相談に対応する
とともに必要に応じて連携

全てのこども、子育て世帯に係る包括的な
相談支援体制の充実

津市こども家庭センター
～こども支援課の体制を強化し、

一体的な支援体制へ～

◆ こども家庭センターを所管する部次長級の
こども家庭センター長を新たに配置

◆ 新たに配置する統括支援員（母子保健と
児童福祉双方について十分な知識をもつ
者）を中心として、子ども家庭支援員や保
健師等の各専門職が一体的に支援を行う
体制を構築

こども支援課

津市子ども家庭総合支援拠点
（児童福祉）として

現在の体制

健康づくり課・子育て推進課

子育て世代包括支援センター
（母子保健）として位置付け

◆子ども家庭支援員
◆心理担当支援員
◆虐待対応専門員 を配置

こども支援課長



◆こども家庭相談担当

◆発達支援担当

◆こどもの居場所づくり担当

保健師や子ども家庭支援員などを配置し、妊産婦、
こども、子育て世帯及び女性に係る相談や、虐待
や貧困、ヤングケアラーなど困難を抱えたこどもに
関する相談・情報をお受けします。

専門職がこどもの発達についての不安や心配ごと
の相談をお受けします。

子育て支援センターや児童館、子育て広場、
こども食堂等を担当し、こどもの居場所づくりを
進めます。

津市こども家庭センターの概要① （本庁舎３階）



津市こども家庭センターの概要② （こども子育て支援拠点）

子育て世代の身近な相談窓口として、保健師や
保育士が、妊娠期から子育て期の不安や悩みを
お聞きし、本庁のこども家庭センターや地域の
専門機関と連携して一人一人にあった情報や
サービスなどを提案

これまで
⚫ １０か所の保健センター
⚫ ５か所の子育て支援センター は

「子育て世代包括支援センター」として運営

津市こども家庭センターの
こども子育て支援拠点として

位置付け



津市こども家庭センターの概要③ （連携体制）



５６名体制

【課長級】 ４名

新
体
制

（令
和
６
年
４
月
～
）

現
体
制

こども・子育て政策に係る組織・職員体制の強化

A

少子化対策、こども子育て支援施策の
総合的な企画、若者の出会い応援等A

B
児童手当、児童扶養手当、出産・子育
て応援事業の経済的支援等

C 公立・私立保育所の保育支援及び指導、
給食及び栄養指導、病児保育等

D 保育所及び認定こども園に係る入所調
整、利用者負担額の徴収等

F
こども・子育て世帯・妊産婦等の相談、
児童虐待防止、児童相談所等との連携等

E
こどもの居場所づくりに係る関係機関
との調整、児童福祉施設(保育所等除く)
の管理・運営、こどもの貧困対策等

G 児童の総合的な発達支援に係る事業の
実施、相談等

C D＋

G

６７名体制
（＋１１名）

【部長級】 １名 【部次長級】 １名

子育て
推進課

こども
支援課

こども･子育て
政策担当理事

こども･子育て
政策担当参事

【部長級】 １名 【部次長級】 ２名

保育所担当副参事(兼)特定
教育･保育施設等担当副参事

子育て推進課長

こども支援課長

発達支援担当副参事

こども・子育て
政策担当

こども支援担当

発達支援担当

【課長級】 ６名（兼務１）

こども･子育て
政策担当理事

こども家庭
センター長
(兼)こどもの居場所
づくり担当副参事

こども･子育て
政策担当参事

こども
政策課

保育
こども園課

こども家庭
センター

こども政策・若者出
会い応援担当

給付支援担当

保育支援担当

保育運営担当

こどもの居場所
づくり担当

こども家庭
相談担当

発達支援担当

こども政策課長

こども家庭相談
担当副参事

発達支援担当副参事

保育こども園課長

保育所担当副参事(兼)特定
教育･保育施設等担当副参事

(兼)こどもの居場所
づくり担当副参事

B E F＋＋

（主な担当事務）

（主な担当事務）

保育担当

２課

２課＋１センター

４担当

７担当



健康福祉部子育て推進課
〒514-8611
津市西丸之内２３番１号
ＴＥＬ ：059-229-3390
ＦＡＸ ：059-229-3451

問い合わせ



定例記者会見 令和６年３月８日（金） 

 場 所 庁議室 

事 務 担 当 課 

所   属 職・氏 名 

健康福祉部 福祉政策課 

（電話０５９－２２９－３１５２） 

福祉政策担当参事 

（兼）福祉政策課長 

吉住 充弘 

 
令和５年度住民税非課税世帯に対する 

価格高騰重点支援給付金給付事業 

未提出者へ確認書の早期手続き案内通知を発送 

子育て世帯へこども加算を給付 

  

 
 このことについて、その内容は、別添資料のとおりです。 
 



令和６年３月８日

未提出者へ確認書の早期手続き案内通知を発送

子育て世帯へこども加算を給付

令和５年度住民税非課税世帯に対する
価格高騰重点支援給付金給付事業



津市において、物価高騰等に直面する低所得世帯を支援するため、
国の「低所得世帯支援枠」等を活用し、住民税非課税世帯への価格
高騰重点支援給付金を給付

目 的

価格高騰重点支援給付金の概要

支給対象者

給 付 額 １世帯当たり一律７万円

基準日（令和５年１２月１日）において
世帯全員の令和５年度分の住民税が非課税である世帯

津市から確認書を送付した世帯 ３０,３１９世帯（確認書）

転入者で前住所地での課税状況が確認できない世帯、
発送後の申告により非課税となった世帯等（申請書）



価格高騰重点支援給付金の給付状況（令和６年３月５日時点）

１月２０日時点

合計件数 ２７,９００件 （うち給付件数２６,７７５件）
１８億７,４２５万円の給付を完了

確認書の未提出件数 ３,１３６件（約１０．３％）

確認書
累計提出件数

申請書
累計申請件数

２７,１８３件／３０,３１９件
（約８９．７％）

７１７件



未提出の方の中には

⚫ 支給要件に該当しない方

⚫ 辞退のため提出されない方

⚫ 単身世帯で施設へ入所、病院へ入院されている方

⚫ 今後確認書の提出を行う予定の方

⚫ 提出をお忘れの方

などがみえると考えられます

提出締切日は

３月２１日（木）です
お早めに提出ください‼

このような事情がある方は
ご連絡ください！
また、そういった方をご存知の方は
ご協力ください！

価格高騰重点支援給付金の確認書未提出分への対応

未提出分については……

☑ ２月２２日に未提出世帯へ早期手続きの案内通知を送付
☑ 引き続き、広報津やホームページで周知



子育て世帯へのこども加算給付

概 要
令和５年度における住民税非課税世帯への給付（７万円）の加算として
当該世帯における対象児童数に応じて給付（こども加算）

対象世帯数 対象見込２,５００世帯（児童数見込 ４,０００人）

給付額 児童１人当たり ５万円

対象児童

基準日（令和５年１２月１日）において、令和５年度における住民税非課税
世帯への給付（７万円）の支給要件を満たす世帯と生計を同一にしている
１８歳以下の児童（平成１７年４月２日以降に生まれた児童）※
※ 基準日の翌日から令和６年８月１７日までに生まれた新生児及び別世帯であっても同一生計の児
童等についても対象

手続き

給付（７万円）の支給手続きが完了した世帯は不要
（基準日以前に出生した１８歳以下の児童に係るこども加算の給付に限る）

基準日の翌日から令和６年８月１７日までに生まれた新生児及び別世帯
であっても同一生計の児童等に係るこども加算の給付には申請が必要



住民税非課税世帯のうち
津市が給付金（７万円）の
支給手続きが完了した世帯

対象世帯へ支給決定通知を送付

令和６年３月８日（金）に
１回目の支給決定通知書を発送

住民税非課税世帯のうち
こども加算の受給にあたり
申請が必要な世帯

申請書を市ホームページから
ダウンロードして提出してください
※ 福祉政策課及び総合支所市民福祉課
（福祉課）窓口にも配置します

令和６年３月８日（金）から
申請書の受付開始

申請期限は令和６年８月３０日（金）まで
（当日消印有効）

（確認書の発送と申請書の受付）子育て世帯へのこども加算給付の流れ

こども加算分の金額を
給付金（７万円）の支給口座に振込 こども加算分の金額を指定の口座に振込

※ 以後、提出された確認書または申請書により給付金
（７万円）の支給手続きを完了した世帯へ支給決定通知書
を随時発送

不明な点は福祉政策課価格高騰重点
支援給付金窓口（229-3152）へ

お問い合わせください



問い合わせ窓口問い合わせ

“振り込め詐欺”や“個人情報の詐取”にご注意ください
ご自宅や職場などに都道府県・市区町村や厚生労働省（の職員）などをかたった不審な

電話や郵便があった場合は、お住まいの市区町村や最寄りの警察署（または警察相談専

用電話(#9110)）にご連絡ください

健康福祉部 福祉政策課
価格高騰重点支援給付金窓口

本庁舎８階 ８１会議室
電話番号 ０５９－２２９－３１５２

※令和６年３月２９日（金）までの臨時窓口となります
※令和６年４月１日（月）以降は、
本庁舎１階の福祉政策課が窓口となります



定例記者会見 令和６年３月８日（金） 

 場 所 庁議室 

事 務 担 当 課 

所   属 職・氏 名 

健康福祉部 福祉政策課 

（電話０５９－２２９－３１５２） 

福祉政策担当参事 

（兼）福祉政策課長 

吉住 充弘 

 
令和５年度住民税均等割のみ課税世帯 

重点支援給付金給付事業 

３月１５日 確認書の発送・申請書の受付開始  

子育て世帯へこども加算を給付 

 
 このことについて、その内容は、別添資料のとおりです。 
 



令和６年３月８日

３月１５日確認書の発送・申請書の受付開始

「住民税均等割のみ課税世帯への給付金」
関係書類在中

重

要

子育て世帯へこども加算を給付

令和５年度住民税均等割のみ課税世帯
重点支援給付金給付事業



津市において物価高騰等に直面する低所得世帯を支援するため、
国の「低所得世帯支援枠」等を活用し、
住民税均等割のみ課税世帯への重点支援給付金を給付

目 的

給付額 １世帯当たり一律１０万円

支給対象
世帯数

基準日（令和５年１２月１日）において、世帯全員の
令和５年度の住民税所得割が課税されていない世帯
６,０００世帯（見込み）

住民税均等割のみ課税世帯重点支援給付金の概要①



基準日（令和５年１２月１日）において津市に住民登録があり、
世帯全員が令和５年度分の住民税所得割が課税されていない世帯

• 令和５年１月２日以降の転入者で前住所地の課税情報が確認できない世帯

• 基準日以降に確定申告等により、世帯が住民税均等割のみ課税へ変更となった世帯

• 基準日以前に住民税所得割課税対象者であった世帯員又は扶養者が死亡や行方不明により、

本人が属する世帯が住民税均等割のみ課税となった世帯

• 基準日以前の離婚により、本人が属する世帯が住民税均等割のみ課税となる世帯

• 配偶者等その他親族からの暴力（ＤＶ）等により避難しており、津市に住所を有していない場合

※住民税非課税世帯に対する給付金（７万円）の支給対象世帯、住民税が課税されている
者の扶養親族等のみからなる世帯や既に他の市町村（特別区含む）で住民税均等割のみ
課税世帯に対する給付金（１０万円）の支給を受けた世帯は対象外

給付対象となっても、以下の場合は申請が必要となります

津市から確認書を送付

住民税均等割のみ課税世帯重点支援給付金の概要②

給付対象



住民税均等割のみ課税世帯
のうち津市で確認できた世帯

支給対象と思われる世帯に対して
津市から確認書を送付しますので

同封の返信用封筒にて返送してください

令和６年３月１５日（金）
確認書を発送

提出期限は令和６年８月３０日（金）まで
（当日消印有効）

住民税均等割のみ課税世帯
のうち申請が必要な世帯

申請書を市ホームページから
ダウンロードして提出してください

※ 福祉政策課及び総合支所市民福祉課（福祉課）
窓口にも配置します

令和６年３月１５日（金）から
申請書の受付開始

申請期限は令和６年８月３０日（金）まで
（当日消印有効）

（確認書の発送と申請書の受付）住民税均等割のみ課税世帯重点支援給付金給付の流れ



上記記載内容に相違ありません（下欄に記載がない場合、本給付金の支給対象となりません）。

支給口座等に変更がある場合は、裏面をご確認ください。

こども加算額
世帯主と生計を同一にしている１８歳以下の児童

（平成１７年４月２日生まれ以降の児童）
人 × 50,000 円

○ こども加算額は、対象児童1人当たり一律50,000円です。（例）対象児童3人の場合：3人×50,000円＝150,000円

世帯主氏名 確認日 令和 年 月 日 連絡先電話番号

□

※チェックがある場合に限り、支給対象者に該当し、給付金が受け取れます。

入れてください。）

① 世帯の中に、住民税所得割が課税されている者はいません。

② 世帯の全員が、住民税が課税されている他の親族等の扶養を受けていません。

③ 既に他の市町村（特別区含む。）で住民税均等割のみ課税世帯に対する給付金（１０万円）及び

こども加算（１人当たり５万円）の支給を受けた児童を含む世帯又は当該世帯の世帯主であった者を含む

世帯ではありません。

④ 下表のこども加算対象児童は、令和５年１２月１日時点において、世帯主と生計を同一にしています。

確
認
欄

支 給 日

□

※チェックがある場合に限り、支給対象者に該当し、給付金が受け取れます。

※回答内容について、税務情報等に基づき確認させていた だくことがあります。

※租税条約による住民税の免除を届け出ている方がいる場合は、支給対象となりません。

※確認内容が誤っている場合は、給付金の返還を求める場合があります。

住民税の取扱いとして、扶養を受けているか分からないときは、両親や子ど も等、家族に確認してください。

また、意図的に虚偽の記載をした場合は、不正受給として詐欺罪に問われる場合があります。

※上記の回答期限までに返信がない場合及び返送した確認書に不備があり、回答期限までに必要な修正が

行われない場合は、本給付金の受給を辞退したとみなします。

※本給付金を受給しない場合は、右欄に×印をご記入ください。 【私の世帯は給付金を受給しません □】

住民税均等割のみ課税世帯重点支援給付金について、令和5年度の住民税均等割の課税状況に基づき支給対象者と見込まれます。

つきましては、以下の内容を確認し、 までにこの確認書を返送してください。

住民税均等割のみ課税世帯重点支援給付金に係る支給要件確認書

■世帯主の方が記入してください。

確認欄（以下の項目を確認し、①～④（下表のこども加算対象児童がない場合は④を除く）の全てに該当する場合は□に✓（チェック）を

入れてください。）

支給方法 口座振込

支給口座

支給予定額

① 世帯の中に、住民税所得割が課税されている者はいません。

② 世帯の全員が、住民税が課税されている他の親族等の扶養を受けていません。

③ 既に他の市町村（特別区含む。）で住民税均等割のみ課税世帯に対する給付金（１０万円）及び

こども加算（１人当たり５万円）の支給を受けた児童を含む世帯又は当該世帯の世帯主であった者を含む

世帯ではありません。

④ 下表のこども加算対象児童は、令和５年１２月１日時点において、世帯主と生計を同一にしています。

切

り

取

り

線

確
認
欄

上記記載内容に相違ありません（下欄に記載がない場合、本給付金の支給対象となりません）。

支給口座等に変更がある場合は、裏面をご確認ください。

氏名 生年月日 氏名 生年月日

1 6

2 7

3 8

4 9

5 10

こども加算額
世帯主と生計を同一にしている１８歳以下の児童

（平成１７年４月２日生まれ以降の児童）
人 × 50,000 円

○ こども加算額は、対象児童1人当たり一律50,000円です。（例）対象児童3人の場合：3人×50,000円＝150,000円

世帯主氏名 確認日 令和 年 月 日 連絡先電話番号

※下表には、令和5年12月1日時点で津市の住民基本台帳に記載された児童の内⑴に該当する児童が記載されています。⑵及び⑶に該当する

児童がいる場合は、別途申請が必要となりますので、津市健康福祉部福祉政策課（０５９－２２９－３１５２）へお問い合わせください。

○ 対象となる児童の範囲は以下のとおりです。

⑴ 令和5年12月1日時点で、世帯主と同一世帯である１８歳以下の児童（平成17年4月2日以降に出生した児童）

⑵ 令和5年12月2日以降に出生した新生児

⑶ 別世帯において世帯主と生計を同一にしている１８歳以下の児童（平成17年4月2日以降に出生した児童）

こども加算対象児童（該当者のみ確認）

（世帯主名）

（公印省略）a 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 a

円（住民税均等割のみ課税世帯重点支援給付金100,000円+こども加算額 円）

支給対象世帯主が確認書を確認・
必要事項を記入
・確認欄にチェック☑
・世帯主氏名、確認日、連絡先電話番号を記入

（確認書の発送と申請書の受付）住民税均等割のみ課税世帯重点支援給付金の確認書①

１
【確認書】

【確認書抜粋】

✔



（確認書の発送と申請書の受付）住民税均等割のみ課税世帯重点支援給付金の確認書②

確認書を受理後、記入漏れ等がなければ、１週間～１０日程度で指定の口座へ振り込み

同封の返信用封筒で確認書を返送３

振込口座の選択

確認書に記載済みの
口座を希望

口座に関する
手続きは不要

２

マイナポータル等から登録した
公金受取口座を希望

確認書に記載済みの口座以外を希望（記載がない場合を含む）

◆ 公金受取口座への
振込希望欄にチェック☑

口座情報の記入・添付資料不要

◆ 下記の口座への振込希望欄にチェック☑
◆ 受取口座記入欄に記入
◆ 指定口座の通帳等の写しを添付
◆ 世帯主の公的身分証明書等の写しを添付

公金受取口座以外の
口座を希望



子育て世帯へのこども加算給付

概 要
令和５年度における住民税均等割のみ課税世帯への給付（１０万円）の
加算として当該世帯における対象児童数に応じて給付（こども加算）

対象世帯数 対象見込７００世帯（児童数見込 １,０００人）

給付額 児童１人当たり ５万円

対象児童

基準日（令和５年１２月１日）において、令和５年度における住民税均等割
のみ課税世帯への給付（１０万円）の支給要件を満たす世帯と生計を同一
にしている１８歳以下の児童（平成１７年４月２日以降に生まれた児童）※
※ 基準日の翌日から令和６年８月１７日までに生まれた新生児及び別世帯であっても同一生計の児
童等についても対象

手続き

津市から送付する給付金（１０万円）の確認書に、こども加算分を記載して
いますので、確認してください

基準日の翌日から令和６年８月１７日までに生まれた新生児及び別世帯
であっても同一生計の児童等に係るこども加算の給付には申請が必要



住民税均等割のみ課税世帯のうち
基準日時点において

こども加算の対象児童がいる世帯

津市から送付する給付金（１０万円）の
確認書に、こども加算分を記載していますの
で確認してください

令和６年３月１５日（金）
確認書を発送

提出期限は令和６年８月３０日（金）まで
（当日消印有効）

住民税均等割のみ課税世帯のうち
こども加算の受給にあたり
申請が必要な世帯

申請書を市ホームページから
ダウンロードして提出してください
※ 福祉政策課及び総合支所市民福祉課
（福祉課）窓口にも配置します

令和６年３月１５日（金）から
申請書の受付開始

申請期限は令和６年８月３０日（金）まで
（当日消印有効）

（確認書の発送と申請書の受付）子育て世帯へのこども加算給付の流れ



問い合わせ窓口問い合わせ

“振り込め詐欺”や“個人情報の詐取”にご注意ください
ご自宅や職場などに都道府県・市区町村や厚生労働省（の職員）などをかたった不審な

電話や郵便があった場合は、お住まいの市区町村や最寄りの警察署（または警察相談専

用電話(#9110)）にご連絡ください

健康福祉部 福祉政策課
価格高騰重点支援給付金窓口

本庁舎８階 ８１会議室
電話番号 ０５９－２２９－３１５２

※令和６年３月２９日（金）までの臨時窓口となります
※令和６年４月１日（月）以降は、
本庁舎１階の福祉政策課が窓口となります
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